様　　式　　集
様式第１号（第７条関係）
廿日市市木造住宅耐震化事業補助金交付申請書
　　　　年　　月　　日

廿日市市長　様

　住　　所　　　　　　　　　　　　

申請者　氏　　名　　　　　　　　　　　　

（※本人が手書きしない場合は、記名押印してください）
電話番号　　　　　　　　　　　　

　廿日市市木造住宅耐震化事業の補助金の交付を受けたいので、廿日市市木造住宅耐震化事業補助金交付要綱第７条第１項の規定により、別紙のとおり関係書類を添えて申請します。

	申請する補助対象事業
	□ 耐震改修  □ 現地建替え　　　　  □ 非現地建替え

□ 除却　　  □ 耐震シェルター設置  □ 耐震ベッド設置

	道路に面するブロック塀
	□ なし
□ ある　　　　　　□ 補助対象事業完了までに除却する。
　　　　　　　 　　□ 除却しない。

	木造戸建て住宅の概要
	建物の所在地
	廿日市市

	
	規　　模
	階　　数：□平屋建て　□２階建て　

	
	
	延床面積：　　　　　　　　　　㎡

	
	用　　途
	□住宅のみ　　□兼用住宅

（住宅以外の床面積：　　㎡、用途：　　　）

	
	建築年月（着工）
	年　　　　月

	耐震診断の概要
	耐震診断を

実施した建築士
	氏　名
	　　　　　　　　　　　　　

	
	
	登録番号
	級・木造 第 　　　　　号

	
	総合評価における
上部構造評点（最小値）
	

	簡易耐震診断の概要
	評点の合計
	

	耐震改修計画の概要※
	耐震改修計画を作成した建築士
	氏　名
	　　　　　　　　　　　　　

	
	
	登録番号
	級・木造 第 　　　　　号

	
	耐震改修後の総合評価における上部構造評点（最小値）
	

	補助対象事業の予定期間
	　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで

	補助対象事業に要する

費用の見積額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	補助金交付申請額
	金　　　　　　　　　　　　　　円


※耐震改修に係る申請の場合のみ記載

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

【添付書類】

□ 共通して必要な書類
□　登記事項証明書（もしくは所有者が確認できるもの）

□　建築確認通知書の写し（もしくは建築着工年月日が確認できるもの）

□　補助対象事業に要する費用の見積書の写し

□　耐震診断の結果の写し（補助対象事業が現地建替え、非現地建替え又は除却の場合に限り、簡易耐震診断の結果の写しとすることができる。）
□　付近見取図（非現地建替えの場合には、補助対象住宅及び新たに建築する戸建て住宅に関するもの）

□　配置図

□　補助対象住宅の外観写真

□　住民票の写し

□　市税及び使用料の完納証明書（滞納のない証明書）

□　その他市長が必要と認める書類

□【耐震改修】の場合に必要な書類
□　耐震改修計画書（別記様式第２号）

□　建築士が作成した耐震改修計画に係る設計図書及び耐震診断計算書

□　廿日市市木造住宅耐震化事業補助金交付要綱第２条第６項に規定する要件に

該当していることがわかる書類

□【現地建替え】・【非現地建替え】の場合に必要な書類
□　新たに建築する戸建て住宅の設計図書（配置図、平面図、立面図）

□【除却】の場合に必要な書類
□　新たに居住する予定の住宅が耐震性を有することが確認できる書類
□【耐震シェルター設置】・【耐震ベッド設置】の場合に必要な書類
□　耐震シェルター又は耐震ベッドを設置する場所を示した補助対象住宅の平面図
□　耐震シェルター又は耐震ベッドの規格及び設置方法を示したカタログ等
□　補助対象事業完了後１０年間を経過するまで、財産の処分しない旨の誓約書（【耐震ベッド設置】のみ】）
□　身体障害者手帳の写し等で高齢者等であることが確認できるもの
□ 【道路に面するブロック塀】がある場合に必要な書類（【耐震改修】・【耐震シェルター設置】・【耐震ベッド設置】を除く）
□　外観写真

　　□　道路に面するブロック塀を除却しない場合は、倒壊の危険性がないことを確認できるもの（建築士が作成したものに限る。）　

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

様式第２号（第７条関係）

耐震改修計画書

	診　断　法
	・一般診断法

□　方法１　　□　方法２

・精密診断法

· 精密診断法１（保有耐力診断法）

· 精密診断法２（ 保有水平耐力計算 ・ 限界耐力計算 ）

	耐震診断の状況
	上 部 構 造　　評　　　 点

（最小値）
	階
	方向
	強さＰ

（ｋＮ）
	配置などによる低減係数Ｅ
	劣化度

Ｄ
	保有する耐力

Ｐｄ（ｋＮ）
	必要耐力

Ｑｒ

（ｋＮ）
	上部構造評　　点
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	耐震改修計画の概要
	上 部 構 造　　評　　　 点

（最小値）
	階
	方向
	強さＰ

（ｋＮ）
	配置などによる低減係数Ｅ
	劣化度

Ｄ
	保有する耐力

Ｐｄ（ｋＮ）
	必要耐力

Ｑｒ

（ｋＮ）
	上部構造評　　点
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	強さＰに関する措置
	

	
	配置などによる低減係数Ｅに関する措置
	

	
	劣化度Ｄに関する措置
	

	
	地盤・基礎に関する措置
	

	
	その他の措置
	


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

様式第３号（第８条関係）

第　　　　　　　　　号

　　　（元号）　年　　月　　日

住所　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　様

廿日市市長　　　　　　　　　eq \o\ac(□,印)
廿日市市木造住宅耐震化事業補助金交付決定通知書

（元号）　年　　月　　日付けで申請の廿日市市木造住宅耐震化事業の補助金の交付については、廿日市市木造住宅耐震化事業補助金交付要綱第８条第１項の規定により、次のとおり交付することに決定したので、同条第２項の規定により通知します。
	受付年月日
	（元号）　　年　　月　　日

	申請者住所氏名
	住　所
	

	
	氏　名
	

	建物の所在地
	廿日市市

	交付決定金額
	金　　　　　　　　　　　　　　　円

	交付決定の内容
	

	交付の条件
	


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

様式第４号（第８条関係）

第　　　　　　　　　号

　　（元号）　年　　月　　日

住所　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　様

廿日市市長　　　　　　　　　eq \o\ac(□,印)
廿日市市木造住宅耐震化事業補助金不交付決定通知書

　（元号）　　年　　月　　日付けで申請の廿日市市木造住宅耐震化事業の補助金の交付については、廿日市市木造住宅耐震化事業補助金交付要綱第８条第１項の規定により、次のとおり交付しないことに決定したので、同条第２項の規定により通知します。
	交付できない理由
	


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

様式第５号（第１０条関係）

廿日市市木造住宅耐震化事業着手届出書

　　　年　　月　　日

廿日市市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住　　所　　　　　　　　　　　　

申請者　氏　　名　　　　　　　　　　　　

（※本人が手書きしない場合は、記名押印してください）
電話番号　　　　　　　　　　　　

　　　　　年　　月　　日付け廿日市市第　　　　号で補助金交付決定を受けた補助対象事業について、次のとおり着手したので、廿日市市木造住宅耐震化事業補助金交付要綱第１０条第２項の規定により届け出ます。
	着手年月日
	　　年　　月　　日

	補助対象事業を行う

工事施工者※1
	会社名
	

	
	代表者名
	

	
	電話番号
	（　　　　　）　　　　―

	
	建設業許可
	（　　　　　）許可（　　　―　　　）

第　　　　　　　号（　　　　　　　）

	
	所　在　地
	

	耐震改修の工事監理

を行う建築士※2
	氏　　名
	

	
	登録番号
	級・木造　第　　　　　　　　号


※1 複数いる場合は、一覧表等を添付すること

※2 耐震改修に係る申請の場合のみ記載

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

【添付書類】

□ 共通して必要な書類
□　補助対象事業に係る契約書の写し

□【現地建替え】・【非現地建替え】の場合に必要な書類
□　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１１条第1項の規定による届出
　　の写し（補助対象事業が該当する場合のみ）
□　新たに建築する戸建て住宅の確認済証の写し
□【耐震改修】の場合に必要な書類
□　工事監理に係る契約書の写し
□【除却】の場合に必要な書類
□　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１１条第1項の規定による届出
　　の写し（補助対象事業が該当する場合のみ）
様式第６号（第１１条関係）

廿日市市木造住宅耐震化事業変更承認申請書

　　年　　月　　日

廿日市市長　様

住　　所　　　　　　　　　　　　

申請者　氏　　名　　　　　　　　　　　　

（※本人が手書きしない場合は、記名押印してください）
電話番号　　　　　　　　　　　　

　　　　　年　　月　　日付け廿日市市第　　　　号で補助金交付決定を受けた補助対象事業について、次のとおり変更したいので、廿日市市木造住宅耐震化事業補助金交付要綱第１１条第１項の規定により申請します。

	交付決定金額
	金　　　　　　　　　　　　　　　円

	変更後の補助対象事業に要する費用の見積額
	金　　　　　　　　　　　　　　　円

	補助金変更申請額
	金　　　　　　　　　　　　　　　円

	変更内容の

概要
	変更前
	

	
	変更後
	

	変更の理由
	


【添付書類】

変更する内容が確認出来る書類（見積書、仕様書、図面等）

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

様式第７号（第１１条関係）
第　　　　　　　　　号

　　（元号）　年　　月　　日

住所　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　様

廿日市市長　　　　　　　　　eq \o\ac(□,印)
廿日市市木造住宅耐震化事業変更承認通知書

　（元号）　　年　　月　　日付けで申請の廿日市市木造住宅耐震化事業変更承認申請については、廿日市市木造住宅耐震化事業補助金交付要綱第１１条第２項の規定により、次のとおり変更を承認したので通知します。
　　
	申請年月日
	（元号）　　年　　月　　日

	申請者住所氏名
	住　所
	

	
	氏　名
	

	建物の所在地
	廿日市市

	交付決定金額
	変更前
	金　　　　　　　　　　　　　円

	
	変更後
	金　　　　　　　　　　　　　円

	変更承認の内容
	

	変更承認の条件
	


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

様式第８号（第１１条関係）

廿日市市木造住宅耐震化事業中止承認申請書

　　　年　　月　　日

廿日市市長　様

住　　所　　　　　　　　　　　　

申請者　氏　　名　　　　　　　　　　　　

（※本人が手書きしない場合は、記名押印してください）
電話番号　　　　　　　　　　　　

　　　　　年　　月　　日付け廿日市市第　　　　号で補助金交付決定を受けた補助対象事業について、次のとおり中止したいので、廿日市市木造住宅耐震化事業補助金交付要綱第１１条第３項の規定により申請します。
	中止する年月日
	　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

	中止する理由
	


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

様式第９号（第１２条関係）

廿日市市木造住宅耐震化事業実績報告書
　　年　　月　　日
廿日市市長　様

住　　所　　　　　　　　　　　　

申請者　氏　　名　　　　　　　　　　　　

（※本人が手書きしない場合は、記名押印してください）
電話番号　　　　　　　　　　　　

　　　　　年　　月　　日付け廿日市市第　　　　号で交付決定のあった補助対象事業を完了したので、廿日市市木造住宅耐震化事業補助金交付要綱第１２条第１項の規定により、別紙のとおり関係書類を添えてその実績を報告します。
	交付決定番号及び年月日
	第　　　　　　　号　　　　　　年　　月　　日

	申請者住所氏名
	住　所
	

	
	氏　名
	

	建物の所在地
	廿日市市

	補助対象事業を行った

工事施工者※1
	会社名
	

	
	代表者名
	

	工事期間
	着手年月日
	　　　年　　月　　日

	
	完了年月日
	　　　年　　月　　日

	交付決定金額
	金　　　　　　　　　　　　　円

	耐震改修計画のとおり施工されたことを確認した

建築士※2
	氏　　名
	　　　

	
	登録番号
	　級・木造　第　　　　　　　　号


※1 複数いる場合は、一覧表等を添付すること

※2 耐震改修に係る申請の場合のみ記載

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

【添付書類】

□ 共通して必要な書類
□　工事前、工事中及び工事完了時の写真

　　※補助対象事業にかかる箇所全ての写真を添付してください。

□　補助対象事業に要した費用の請求書又は領収書の写し

□　住民票の写し

□【現地建替え】・【非現地建替え】の場合に必要な書類
□　産業廃棄物の処理及び清掃に関する法律に規定する

　　産業廃棄物管理票（マニフェスト）Ｅ票の写し

□　新たに新築した戸建て住宅の検査済証の写し

□【除却】の場合に必要な書類
□　産業廃棄物の処理及び清掃に関する法律に規定する

　　産業廃棄物管理票（マニフェスト）Ｅ票の写し

□【倒壊の危険性が認められた道路に面するブロック塀】がある場合に必要な書類
□　改善状況が確認できる書類　※耐震改修の場合は不要
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

様式第１０号（第１３条関係）

第　　　　　　　　　号

　　（元号）　年　　月　　日

住所　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　様

廿日市市長　　　　　　　　　eq \o\ac(□,印)
廿日市市木造住宅耐震化事業補助金額確定通知書

　（元号）　　年　　月　　日付け廿日市市第　　　　号で交付を決定した補助対象事業については、廿日市市木造住宅耐震化事業補助金交付要綱第１３条の規定により、次のとおり交付すべき補助金の額を確定したので通知します。
１　交付決定額　　金　　　　　　　　　　　円
２　交付確定額　　金　　　　　　　　　　　円
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

様式第１１号（第１４条関係）

廿日市市木造住宅耐震化事業補助金交付請求書
　　年　　月　　日

廿日市市長　様

住　　所　　　　　　　　　　　　

申請者　氏　　名　　　　　　　　　　　　

（※本人が手書きしない場合は、記名押印してください）
電話番号　　　　　　　　　　　　

　　　　　年　　月　　日付け廿日市市第　　　　号で補助金額確定通知のあった廿日市市木造住宅耐震化事業の補助金について、廿日市市木造住宅耐震化事業補助金交付要綱第１４条の規定により、（前金払、中間前金払、完了払）次のとおり請求します。

	請　求　額
	金　　　　　　　　　　　　　　　　円


※1添付書類　口座振替依頼書（既に提出した場合を除く。）、補助対象事業に係る契約書の写し（前金払の場合）
※2「前金払」、「中間前金払」、「完了払」の該当するものを○で囲む。
　　

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

様式第１２号（第１５条関係）

　第　　　　　　　　　号

　　（元号）　年　　月　　日

住所　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　様

廿日市市長　　　　　　　　　eq \o\ac(□,印)
廿日市市木造住宅耐震化事業補助金交付決定（一部・全部）取消通知書

　（元号）　　年　　月　　日付け廿日市市第　　　　号で決定のあった（元号）　　年度廿日市市木造住宅耐震化事業補助金交付の決定について、廿日市市木造住宅耐震化事業補助金交付要綱第１５条第３項の規定により、（一部・全部）を取り消したので通知します。
１　交付決定の取消額

　交付決定額　金　　　　　　　　　　円

　今回取消額　金　　　　　　　　　　円

　更正決定額　金　　　　　　　　　　円
２　取消しをする理由

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

様式第１３号（第１６条関係）

第　　　　　　　　　号

　　（元号）　年　　月　　日

住所

氏名　　　　　　　　　　　　　様

廿日市市長　　　　　　　　　eq \o\ac(□,印)
廿日市市木造住宅耐震化事業補助金返還命令書

　廿日市市木造住宅耐震化事業補助金交付要綱第１６条の規定により、次のとおり返還を命じる。

	補助事業者
	

	補助金の既交付額
	（元号）　　年　　月　　日交付

金　　　　　　　　　　　　円

	補助金の交付確定額
	金　　　　　　　　　　　　円

	返還すべき金額
	金　　　　　　　　　　　　円

	返還期間
	（元号）　　年　　月　　日まで

	返還を命じる理由
	　

	返還方法
	　


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

様式第１４号（第７条関係）
年　　月　　日

廿日市市長様　

住　　所　　　　　　　　　　　　

申請者　氏　　名　　　　　　　　　　　　

（※本人が手書きしない場合は、記名押印してください）
電話番号　　　　　　　　　　　　

廿日市市木造住宅耐震化事業補助金誓約書

廿日市市木造住宅耐震化事業補助金の交付に当たり、次のことを誓約します。これに反した場合は補助金の交付決定が取り消されても異議はありません。

１　耐震ベッド設置に係る申請については、補助対象事業完了後１０年間を経過するまで、財産の処分（譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は取り壊すこと等をいう。）をしません。
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
